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論 文 内 容 の 要 旨 
日本では、1980 年代ごろから、企業の資料館や歴史館の一般公開、あるいは文化施設の設立事例
が目立つようになり、新聞や雑誌などを通じて、「企業博物館」として紹介され始めた。同時に、企
業博物館に関する調査や研究が実施され、日本では、これらと類似した活動が、明治期から存在した
と認識されている。 
本研究の目的は、経営学における企業博物館研究として、日本企業の企業博物館が、イメージ構築
装置として機能していること、また、企業内や社会における、様々な情勢を背景に成立しているその
機能が、今後発展していくためには、どのような体制を築くことが、企業や企業博物館に求められる
のかについて、明らかにすることである。 
第 2 章では、企業イメージに関する先行研究として、レピュテーション(評判)を、見えざる資産の
一つとして扱う経営戦略研究、組織の外で形成されている組織の印象を、アイデンティティを刺激し、
組織の行動などを変化させるものとして注目する、組織アイデンティティ研究を整理する。これらの
作業を通じて、本研究における、企業イメージの構築に関する捉え方を確認する。 
第 3 章では、企業博物館に関する先行研究を整理する。はじめに、博覧会および博物館が、どの
ように研究されてきたのかを確認する。博覧会や博物館は、成立や発展の歴史以外に、当時の社会情
勢を映し出す、メディアやテクストとして、どのような役割を担っていたのか、また、その役割が変
遷する背景とは何であったのかなどが考察されてきた。 
次に、企業博物館の先行研究として、企業博物館の分類基準を提示してきた議論と、公共施設とし
ての企業博物館の役割を主張してきた議論を確認する。これらは、経営学や組織論以外の分野で展開
されてきた。最後に、企業博物館を、企業イメージの構築装置として捉えた研究を確認し、第 4 章
と第 5 章において展開する、日本企業の企業博物館に関する考察にむけて、注目していく点を提示
する。 
第 4 章は、日本における企業博物館の歴史的経緯について考察する。企業イメージの構築装置と
しての企業博物館は、日本において、1970 年代ごろから増え始める。それ以前、とりわけ戦前に設
立された企業博物館は、社内外における企業イメージの構築ではなく、新しい製品の創造に貢献する
資料の収集と保管、業界の発展を志向した資料公開、一般大衆を対象とした、製品やそれを使用する
文化の提案を特徴としてきた。 
1980 年代ごろになると、文化で社会に貢献する企業姿勢の象徴としての企業博物館が設立される
ようになる。このような種類の企業博物館がつくられた背景には、同時期に、近代産業や技術の軌跡
を示す資料の調査や研究の体制が整えられてきたことも影響している。一般大衆も、1980 年代ごろ
に、企業博物館を、観光などで利用する見学施設の一つとして認識していく。その延長線上で、近年
では、産業観光など、企業博物館を、地域が活性化のために活用する動きも登場し始めている。 
第 5 章は、日本企業の企業博物館を事例として、企業イメージの構築装置としての企業博物館を
考察する。企業は、企業イメージの具体的な発信方法の一つとして、企業博物館の展示や解説を用い
ている。そして、リニューアルや特定期間限定の展示を通じて、企業から発信するイメージを変容さ
せることができる。事例考察を通じて、発信される企業イメージとしての展示や解説が変容するきっ
かけが、来館する社内外のステークホルダーがもっている企業イメージを、企業博物館の運営側が把
握することであることが明らかにされていく。この意味で、企業博物館は、企業からステークホルダ
ーへの一方的な情報発信だけではなく、両者の双方向の情報のやりとりが生じる場であるといえる。 
第 6 章では、上記の考察内容を本研究の結論としてまとめ、その上で、本研究の理論的貢献と実践
的貢献、および今後の課題を述べる。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、現代日本の企業博物館がもつ企業イメージの構築装置としての機能、及び、
その機能を発展させるために企業や企業博物館が構築すべき体制について、経営学の視
点から考察している。 
本論文は、第 2章で経営学における企業イメージの先行研究として、企業の「見えざ
る資産」としての「レピュテーション」に関する研究、組織のアイデンティティを刺激
し行動を変化させる、組織の「印象」に関する研究を検討している。第 3章では企業博
物館の先行研究として、社会情勢を映し出す「メディア」としての博覧会・博物館の機
能に関する研究、企業博物館の分類基準と公共的役割に関する研究、企業博物館を企業
イメージの構築装置として捉える研究を検討し、本論文の分析枠組みを提示している。 
第 4章は日本の企業博物館史を概観し、企業イメージの構築装置としての企業博物館
の設立は 1970年代後半から始まり、1980年代には企業の文化的な社会貢献をアピール
する企業博物館が増加したことを明らかにしている。第 5章は企業イメージの構築装置
として機能していると考えられる３つの企業博物館の事例を分析し、これらの館が、企
業とステークホルダー間の双方向の情報の流れを生み出す場として機能していること
を明らかにしている。第 6章では本論文の理論的・実践的貢献と今後の研究課題を述べ
ている。 
本論文は、日本の経営学では未だ本格的な実証研究のない企業博物館を研究対象とし、
文献・資料の広範な渉猟と丁寧なインタビュー調査によって、日本の企業博物館史と代
表的な館の設立・運営実態を詳細に分析すると共に、欧米の経営学における企業博物館
研究の成果を援用しつつ、企業博物館研究の経営学的意義を明らかにしようとする、先
駆的で優れた論考である。 
企業博物館研究の経営学的意義については、本論文の主張を超える豊かな可能性も考
えられ、また本論文独自の視点である、企業博物館の設立・運営における広告・展示業
者や学識経験者の役割と、企業イメージの受信装置としての機能の分析については、更
に精緻化する余地もあると考えられるが、これらは本論文の本質的価値を損なうもので
はなく、今後の研究の発展を予期させるものといえる。 
以上のことから、審査委員会は一致して、本論文を博士（経営学）の学位を授与するに
値するものと判断した。 
